


●廃炉作業の進捗

➢ 令和７年７月に、３号機における大規模取出しに向けた準備工程を具体化。令和８年３月に原子炉格
納容器内の調査を実施。

●ALPS処理水対策の現状及びこれまでの取組

➢ 令和７年度は約５５,０００㎥（トリチウム総量約１６兆ベクレル）のALPS処理水を７回に分けて放出。

➢ これまでのモニタリング結果やIAEAによる評価からALPS処理水の海洋放出が安全であることを確認。

◎ 国会法（昭和２２年法律第７９号）附則第１１項において、「内閣は、当分の間毎年、国会に、（中略）東京電力福
島原子力発電所事故調査委員会の報告書（※１）を受けて講じた措置に関する報告書を提出しなければならな
い」とされている。フォローアップ（※２）は平成２４年度版から毎年度実施しており、今回で１４回目。

◎ 本報告書は、関連する白書等（※３）で報告されている取組等を、各提言に対応する形で取りまとめたもの。

令和７年度 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の報告書を
受けて講じた措置（要点）

●原子力防災体制強化に向けた環境整備

➢ 国、地方公共団体及び原子力事業者の防災体制や関係機関の協力体制の確認等を目的として、
令和７年11月28日から30日にかけて、愛媛県伊方地域を対象に、原子力総合防災訓練を実施。

➢ 「緊急時対応」の取りまとめ・改定を実施（柏崎刈羽地域（令和７年６月）、泊地域（令和７年７月）、川
内地域（令和８年３月））。

提言２ 政府の危機管理体制の見直し

提言３ 被災住民に対する政府の対応
●除染・住民帰還等の進捗状況

➢ 令和８年３月までに、大熊町、双葉町、浪江町、富岡町、南相馬市及び葛尾村の特定帰還居住区域
復興再生計画を認定。

●健康管理・健康不安への対応

➢ 放射線の健康影響に関して、誤解から生まれる差別・偏見を払拭する取組として「ぐぐるプロジェクト」
及び「ふくしまメッセンジャーズ」からの発信を引き続き推進。

●中間貯蔵・最終処分への対応

➢ 中間貯蔵施設への除去土壌等の搬入は、令和７年度末までに累計で約１,４００万㎥の輸送を実施。 

➢ 福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けて、令和７年５月に「福島県内除去土壌等の県
外最終処分の実現に向けた再生利用等の推進に関する基本方針」を決定。令和７年８月に当面５年
程度で主として取り組むことをまとめた「福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた復興
再生利用等の推進に関するロードマップ」を決定。総理大臣官邸や霞が関の中央官庁の花壇等９か
所で復興再生利用の施工を実施。

●福島地域の復興支援

➢ 福島イノベーション・コースト構想の下、福島イノベーション・コースト構想推進機構等による進出企業
と地元企業とのマッチング支援、福島ロボットテストフィールドによる実証環境の提供等を実施。

提言４ 電気事業者の監視

※１ 国会事故調報告書（平成２４年７月５日公表）
※２ 提言１（規制当局に対する国会の監視）、提言４（電気事業者の監視）の一部及び提言７（独立調査委員会の活用）は国会に対する

 提言であるため、それ以外の提言について講じた措置を報告。
※３ 防災白書・原子力規制委員会年次報告・東日本大震災からの復興の状況に関する報告・環境白書。

●原子力規制委員会の取組

➢ IAEAの総合規制評価サービス（IRRSミッション）により規制の現状を国際的な視点でレビューを受け、
改善に向けた取組を開始。

➢ 東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析から得られた知見の規制への反映を、原子力規
制委員会において引き続き実施。

➢ 原子力災害対策指針を改正し、屋内退避の解除要件、継続を判断するタイミングの目安、一時的な外
出の考え方等、原子力災害時の屋内退避の効果的な運用方法について考え方を提示。

提言２、３、４、５ 新しい規制組織の要件、６ 原子力法規制の見直し


